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[事実の概要]
①事件

X(信用保証協会)はＡ（主債務者）の委託によりＡのＢＣに対する債務を保証し、昭和五九年一〇月、保証債務を履行して求償権を取得した。Ｘは、求償債務につき連帯保証をしたＹに対して履行請求の訴えを提起し、請求認容の判決が確定した（平成三年三月九日）。Ａは破産宣告と同時に破産廃止の決定を受け（昭和六〇年九月）、さらに免責決定を受けた（昭和六一年八月）。Ｘは平成八月一月一七日、商事債権であるＡに対する求償債権につき商事消滅時効の完成が間近に迫っており、これを中断する必要があるとして、Ｙに対し、連帯保証債務の履行を求めて本件訴訟を提起した。第一審（京都地判平成八・六・六金判一〇三二号四一頁）及び第二審（大阪高判平成八・一一・二七金判一〇三二号三九頁）は、免責によりＡの主たる債務は自然債務と化し、債務者からの債権の行使が考えられないので、消滅時効の進行を観念する余地はなく、Ｙは主たる債務の短期消滅時効を援用して自己の連帯保証債務を免れることはできないから、Ｙに対して既に確定判決を得て時効期間が一〇年となったＸの提起した本件訴えは、訴えの利益を欠く、と述べて訴えを却下した。Ｘ上告。

②事件

Ｘは、Ａ社（債務者）がＹ銀行との銀行取引により負担する債務の担保のために、自己所有の不動産につきＹのため根抵当権を設定した。Ｙは連帯保証をしていたＡの借入金につき代位弁済して求償権を取得し、右求償権は根抵当権の被担保債権となった。Ａは破産宣告受けたが、破産手続は昭和六一年四月二三日に終結し、同年五月二一日に公告された。Ｘは、破産終結決定の公告から一〇年の経過により、ＹのＡに対する求償債権が時効消滅し本件根抵当権も消滅したとして、Ｙに対して根抵当権設定登記の抹消手続を求める本件訴訟を提起した。第一審（東京地判平成一〇・四・二〇金判一〇四二号三頁）は、Ｘの請求を棄却。理由として、破産終結決定がなされた法人に残余財産がないときは、当該法人は右破産終結決定の時点で法人格を喪失し、当該法人に対する債権も右時点で消滅するが、右債務を担保するために設定された根抵当権の効力はこの影響を受けず（破産法三六六条の一三、会社更生法二四〇条二項の趣旨を参照）、独立して存在することになり、被担保債権の時効消滅によって附従性により消滅することは考えられず、根抵当権は民法一六七条二項により二〇年の時効によって消滅することになる、とした。Ｘ控訴。
[判旨]

　上告棄却。
　「免責決定の効力を受ける債権は、債権者において訴えをもって履行を請求しその強制的実現を図ることができなくなり、右債権については、もはや民法一六六条一項に定める『権利ヲ行使スルコトヲ得ル時』を起算点とする消減時効の進行を観念することができないというべきであるから、破産者が免責決定を受けた場合には、右免責決定の効力の及ぶ債務の保証人は、その債権についての消滅時効を援用することはできないと解するのが相当である。
　これを本件についてみると、･････免責決定の確定によりAは本件債権につきその責任を免れており、Ａの連帯保証人であるＹは、もはや本件債権について消滅時効援用することはできないところ、Ｘは、Ｙに対して･････連帯保証債務の履行を求める別件訴訟を提起して勝訴判決を得ており、右判決が平成三年三月九日に確定しているのであるから、Ｘにおいてこれと同一の債権につき更に給付を求める本件訴えは、訴えの利益を欠くというべきである。」
②事件

「法人について破産手続が開始された後破産終結決定が行われた場合、当該法人に対する債権は消滅するが、破産法三六六条の一三頁の趣旨を類推して、右債権を担保するために設定された根抵当権の効力には影響を及ぼさず、その場合、独立して存続することなった根抵当権については、被担保債権ないしその消滅時効を観念する余地はないから民法一六七条二項の原則に従い二〇年の時効によって消滅すると解するのが相当である。そうすると、本件根抵当権はいまだ時効消滅したものと解することはできない」
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